
 

甲府市介護サービス相談員派遣事業について 

 

 

１ 趣旨 

介護サービス相談員が、介護サービス施設や事業所、住宅型有料老人ホームを訪問し、

利用者の疑問や不満、不安を受け付け、介護サービス提供事業者等と行政との橋渡しを

しながら、問題の改善や介護サービスの質の向上及び利用者の自立した日常生活の 

実現を図ることを目的とします。 

 

 

２ 介護保険制度における位置付け 

  地域支援事業の任意事業（介護サービスの質の向上に資する事業）として実施します。 

 

【介護サービス事業者等】 

介護サービス相談員との意見交換を通じて、サービスの更なる質の向上及び利用者の

自立した日常生活の実現を目指します。 

 

 【介護サービス相談員】 

  利用者と介護サービス事業者等から話を聴く中で、問題を解決できるよう橋渡し役を 

務めます。 

 

 【市】 

介護サービス相談員を派遣し、保険者として、介護サービスの充実及び自立した日常

生活の実現に寄与するよう努めます。 

 

 

３ 甲府市での取組状況 

  平成 27 年度から地域密着型サービスの居住系の施設（地域密着型介護老人福祉施

設、地域密着型特定施設、認知症対応型共同生活介護）に、介護相談員１名を派遣して

います。令和元年度には介護老人福祉施設、令和 3年度には広域特定施設及び住宅

型有料老人ホーム、さらに令和 4年度にはサービス付き高齢者向け住宅にまで対象を拡

げて実施しています。 

 

【令和 5年度の実績】 

訪問事業所数：97 事業所  訪問延べ回数：320 回  相談件数：571 件 

 

※訪問にあたっては、事前に訪問日程表を送付いたしますので、ご理解とご協力をお願い

します。 
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甲府市介護サービス相談員派遣事業実施要綱 

 

平成２７年４月１日  

福第４号  

（目的） 

第１ この要綱は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）

第８条１１項に規定する特定施設、同条第２０項に規定する認知症対応型共同生

活介護又は、法第８条の２第１５項に規定する介護予防認知症対応型共同生活介

護を受ける者が共同生活を営むべき住居、法第８条第２１項に規定する地域密着

型特定施設入居者生活介護を受ける者が生活を営むべき住居、同条第２２項に規

定する地域密着型介護老人福祉施設、同条第２７項に規定する介護老人福祉施設、

及び老人福祉法第２９条に規定する有料老人ホーム（以下これらを「事業所等」

という。）に入所し、又は入居する者（以下「利用者」という。）のサービス利

用に係る疑問、不満、不安等を解消し、苦情に至る事態を未然に防止するととも

に、介護保険サービスをはじめとするサービスの質的な向上や利用者の自立した

日常生活の実現に寄与するため、介護サービス相談員派遣事業を実施することに

関する必要な事項を定めることを目的とする。 

（定義） 

第２ この要綱において「介護サービス相談員派遣事業」とは、次に掲げる活動を

行う者（以下「介護サービス相談員」という。）を事業所等に派遣する事業をい

う。 

⑴ 利用者の相談等への対応 

⑵ 事業所等における行事への参加 

⑶ 事業所等におけるサービスの現状把握 

⑷ 事業所等におけるサービスの提供等に関し、事業所等の管理者、職員等に対

する利用者の求めに応じた提案等及び気付いた事項の伝達 

⑸ 前各号に掲げるもののほか利用者の立場に立ったサービス改善のために必要

な活動 

（介護サービス相談員の委嘱） 

第３ 介護サービス相談員は、一定の水準以上の研修を受けた者であって、事業活

動の実施にふさわしい人格と熱意を有しており、以下の（１）又は（２）の者と

して市長が委嘱した者とする。 

⑴ 介護サービス相談員研修を修了し、活動実績の少ない介護サービス相談員を

指導・管理するとともに、事業所等を訪ね、サービスを利用する者等の話を聞

き、相談に応じる等の活動を行う者 

⑵ 介護サービス相談員補研修を修了し、事業所等を訪ね､サービスを利用する

者等の話を聞き、相談に応じる等の活動を行う者 

２ 令和２年５月３１日時点での研修修了者は、第１項第１号の者とみなす。 

３ 介護サービス相談員研修及び介護サービス相談員補研修は、県が実施する研 



修またはボランティアの養成に取り組む公益団体が実施する研修とする。なお、

本市が自ら実施し、又は適切に事業を実施できると認められる者に委託して実

施することを妨げるものではない。 

４  別記標準的な研修カリキュラムを参照の上、介護サービス相談員研修は４０ 

時間以上、介護サービス相談員補研修は１２時間以上を目安とする。 

５ 介護サービス相談員研修または介護サービス相談員補研修を修了した者に対

し、研修の実施主体の長若しくは事業の委託を受けた団体が修了を証明する文

書を交付する。 

６ 介護サービス相談員補研修を修了した者が、介護サービス相談員の登録後、

事業を実施する市が相当と認める期間（２）の活動を行った場合は、本市の判

断により（１）の者とみなすことができる。 

７ 介護サービス相談員登録後、一定の期間を経過した者についても、介護サー

ビス相談員の質の確保の観点から、定期的に県又はボランティアの養成に取り

組む公益団体において更新研修を実施するものとする。なお、本市が自ら実施

し、または適切に事業を実施できると認められる者に委託して実施することを

妨げるものではない。また、更新研修の名称は、県またはボランティアの養成

に取り組む公益団体等において、独自に定めて差し支えない。 

 （介護サービス相談員証） 

第４ 介護サービス相談員は、その活動を行う場合には、甲府市介護サービス相談

員証（第１号様式）を携行し、関係人から求められたときは、これを提示しなけ

ればならない。 

２ 介護サービス相談員は、介護サービス相談員証を紛失し、又は破損したときは、

速やかに甲府市介護サービス相談員証紛失等届出書（第２号様式）により市長に

届け出なければならない。 

３ 介護サービス相談員は、介護サービス相談員証を他人に貸与し、譲渡し、又は

改ざんしてはならない。 

４ 介護サービス相談員は、第７条の規定により解職されたとき、又は紛失した介

護サービス相談員証を発見したときは、遅延なく介護サービス相談員証を市長に

返還しなければならない。 

（介護サービス相談員の派遣等） 

第５ 市長は、第１条に規定する事業所等に対し、介護サービス相談員を派遣する

ものとする。 

２ 介護サービス相談員の具体的な派遣の日程、方法等は、当該派遣を受ける事業

所等の管理者等との協議により定めるものとする。 

（介護サービス相談員の責務） 

第６ 介護サービス相談員は、利用者と事業所等の管理者、職員等との間の橋渡し

役として、利用者のサービス利用に係る疑問、不満、不安等に対応し、常にサー

ビスの改善のみちを探るよう努めなければならない。 

２ 介護サービス相談員は、第２条各号に規定する活動の実施にあたり、事業所等

の正常な運営に支障が出ることがないよう十分配慮しなければならない。 
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３ 介護サービス相談員は、利用者の個人情報の保護に十分配慮するとともに、正

当な理由なく、介護サービス相談員派遣事業において知り得た秘密を他に漏らし

てはならない。その職を退いた後も、また同様とする。 

 （介護サービス相談員の解職） 

第７ 市長は、介護サービス相談員から辞任の申出があったとき、介護サービス相

談員が前条の規定に違反したとき、その他介護サービス相談員として、不適当で

あると認めるときは、雇用期間満了前でも当該介護サービス相談員を解職するこ

とができる。 

 （活動報告） 

第８ 介護サービス相談員は、各月の活動状況について、翌月中に市長に報告しな

ければならない。ただし、緊急に対応すべき事項又は重要な事項については、速

やかに市長に報告しなければならない。 

（介護サービス相談員の活動状況等に関する情報の公表等） 

第９ 市長は、派遣した介護サービス相談員の活動状況を取りまとめ、随時、住民

等に対して情報提供を行う。 

(その他) 

第１０ 本事業の実施に当たっては、介護保険法に基づく保険サービスの対象外で

ある住宅型有料老人ホームを利用する高齢者の生活の質が守られるよう、介護サ

ービス相談員の受入を促進するなど、効果的な事業実施に努めること。 

（委任） 

第１１ この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 


